
（平成２１年５月２０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認長野地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



長野国民年金 事案 523 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年１月から同年３月まで 

② 昭和 48年 10月から 50年３月まで 

    私は、申立期間①及び②の期間の国民年金保険料について、毎月、Ａ市

役所や社会保険事務所で納付していたように記憶している。 

    毎月きちんと納付してきたので、保険料未納の督促を受けた記憶も無く、

私は納めるものはきちんと納める性格なので、申立期間①及び②が未納と

されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立期間は３か月と短期間であり、申立期間の前

後の国民年金保険料が納付済みである上、社会保険事務所の特殊台帳（マイ

クロフィルム）により、申立人が、申立期間①の期間中である昭和 47 年１月

25 日に、昭和 45 年度の国民年金保険料を追納していることが確認できるこ

となどから、当時、申立人の納付意欲は高かったと認められ、申立期間①の

３か月だけを未納のまま放置しておいたとは考え難い。 

   一方、申立期間②については、申立人は、「社会保険事務所又は市役所の

窓口で毎月の国民年金保険料を納付していた。毎月きちんと納付してきたの

で、保険料の未納があると言われたことも無いし、後から納めた記憶も無

い。」と主張しているが、当時、社会保険事務所の窓口では現年度保険料の

納付ができなかったことが確認できる上、Ａ市の国民年金被保険者名簿及び

社会保険事務所の特殊台帳（マイクロフィルム）により、申立人は、昭和 52

年 10 月８日に、申立期間②直後の 50 年４月から 52 年３月までの保険料を過



年度納付していることが確認できるなど、申立人の主張には不自然さがうか

がえる。 

   さらに、申立人が申立期間②について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められる。



長野国民年金 事案 524 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年４月から同年６月まで 

平成９年 12 月末で勤務先を退職した後、Ａ町役場で国民年金の加入手続

を行い、10 年１月から同年６月までの国民年金保険料を一括納付した。と

ころが、そのうち申立期間だけが申請免除として記録されていることが分

かった。 

確かに納付した記憶があるので、申立期間が申請免除とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録で、申立人の妻の３号被保険者から１号被保

険者への種別変更が、平成 10 年４月９日に処理されていることが確認でき

ることから、申立人は、10 年４月ごろ、妻の種別変更手続と合わせて、自身

の国民年金加入手続も行ったと推測できる。 

また、申立人が、申立期間直前の 10 年１月から同年３月までの国民年金

保険料を、同年４月 10 日に納付していることが確認できるところ、この時

点において、平成 10 年度分の国民年金保険料も納付することが可能であっ

たことから、申立人が、３か月と短期である申立期間の保険料をそのまま放

置しておいたとは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料について「免除申請をした

覚えは無い。また、免除申請する理由も無かった。」としている上、その妻

は、同期間の保険料を前納しており、申立人の申立期間のみ申請免除とされ

ていることは不自然である。 

   加えて、Ａ町役場では、「申立人の妻の国民年金加入記録及び保険料納付



記録は存在しているが、申立人については、国民年金加入記録そのものが見

当たらない。」としているなど、当時の行政側の被保険者記録管理に不備が

あったことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



長野国民年金 事案 525 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年８月から４年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年８月から４年３月まで 

    平成４年 12 月ごろ、私が３年８月から共済年金を受給していたため、夫

の被扶養者から外されたので、国民年金保険料もさかのぼって納めなけれ

ばならないと思い、Ａ町(現在は、Ｂ市)で、３号被保険者から１号強制被

保険者への種別変更の手続を行った。 

国民年金保険料はその後、平成５年１月ごろにＡ町役場で申立期間の全

額を一括で納めた。当時の家計簿にも記録があり、確かに納入したと確信

していたので、申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録より、申立人の国民年金の加入種別は、平成

３年８月１日に３号から１号強制へ、さらに４年 12 月１日に任意へと変更

された後、５年１月に１号強制への種別変更が取り消されており、このため

申立期間が未加入期間となったことが確認できるところ、申立人は、平成４

年 12 月 14 日付けの国民年金保険料の預金口座振替依頼書控えを所持してい

ることから、申立人はこのころ国民年金の種別変更手続を行い、いったん３

年８月１日にさかのぼって強制加入被保険者とされたと推認でき、この時点

において、申立期間の保険料は過年度納付することが可能であり、さかのぼ

って国民年金を納めなければいけないと認識して手続を行ったとする申立人

が、短期間でもある申立期間の保険料をそのまま放置したとは考え難い。 

 また、社会保険庁のオンライン記録及びＡ町の電算記録において、申立人

の国民年金の任意加入日が平成４年 12 月１日となっているにもかかわらず、

申立人の所持する年金手帳には、同年 11 月 26 日と記載されているなど、行



政側の事務処理に不手際が認められる。 

さらに、申立人の保管している家計簿に申立期間の国民年金保険料の支出

が記載されている上、申立期間直後の未加入期間（申立人は未納期間と認

識）については、「平成４年 12 月に国民年金保険料の口座振替の手続をし

たので、その年度中の保険料は４月にさかのぼって引き落とされると勘違い

しており、納めなかった。」とするなど、申立内容や当時の状況についての

説明に不自然さはみられない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



長野国民年金 事案 526 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年８月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年８月から 46年３月まで 

    昭和 46 年４月ごろＡ市役所へ行き、45 年８月にさかのぼって国民年金

の加入手続を行った。しばらくの間、国民年金保険料は納付できなかった

が、47 年３月ごろ同市役所へ行き、申立期間を含む、45 年８月から 47 年

３月までの期間の保険料を一括で納付したにもかかわらず、申立期間だけ

が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する国民年金手帳の印紙検認記録により、申立人は、昭和 46

年４月から 47 年３月までの国民年金保険料を、47 年３月 31 日に一括して納

付したことが確認できるところ、この時点で時効になっておらず、かつ８か

月と短期間である申立期間の保険料を未納のまま放置しておいたとは考え難

い。 

また、Ａ市役所の国民年金被保険者名簿及び社会保険事務所の特殊台帳

（マイクロフィルム）により、昭和 46 年９月から 47 年３月までの国民年金

保険料は、厚生年金保険の加入期間との重複により、47 年８月 23 日に還付

決定されたことが確認できるところ、この時点で、仮に申立期間の保険料が

未納であったとすれば、時効前である申立期間に充当するべきであるにもか

かわらず、全額還付されていることから、当時、申立期間の保険料は納付済

みとされていた可能性がある。 

さらに、同特殊台帳には、無年金者を表すとみられる「無年」の表示がさ

れていることや、昭和 45 年８月から 46 年２月の納付記録欄に、いったん充

当を表す「○充」の表示がされた後、二重線で抹消されているなど、当時の行

政側の記録管理に不手際があったことがうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。



長野国民年金 事案 527 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月 

    20歳になった昭和 41年３月は、仕事が忙しくて国民年金の加入手続に

行かれなかったので、同年５月ごろＡ市役所で同年３月にさかのぼって加

入手続をした。 

国民年金保険料は、納付書が送付されてくるたびに銀行で納付してきた

ので、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の特殊台帳（マイクロフィルム）により申立人の国民年金

手帳交付記録が昭和 41 年６月 24 日となっていることから、申立人は、この

ころ国民年金の加入手続を行ったことが確認できるところ、申立期間は１か

月と短期である上、申立人は、昭和 45、47 及び 48 年度の国民年金保険料を

前納するなど、申立期間を除き、国民年金加入期間について、すべての保険

料を納付していることから、申立人は年金制度をよく理解し、納付意欲が高

かったものと認められ、申立期間の保険料だけを未納のまま放置しておいた

とは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



長野厚生年金 事案 238 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、

申立期間に係る資格喪失日（昭和 24 年５月 31 日）及び資格取得日（昭和 26

年６月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を、4,000 円とすること

が必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年５月 31日から 26年６月１日まで 

    親せきで取引先のＡ社に昭和 24 年３月に入社し、社長宅に住み込んで

27 年５月まで継続して勤務していた。当時の同僚２人は私の継続勤務を記

憶しており、そのうちのひとりは経理担当者で、給与からの保険料控除を

証言しているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険庁の記録では、Ａ社において昭和 24 年３月１日に厚生

年金保険の被保険者資格を取得し、同年５月 31 日に資格を喪失後、26 年６

月１日に同社において再度資格を取得しており、24 年５月から 26 年５月ま

での申立期間の被保険者記録が無い。 

   しかし、当時の社員旅行の写真及び複数の元同僚の証言により、申立人が

申立期間においてＡ社に継続して勤務し、業務内容及び勤務形態に変更が無

かったことが推認できる上、当時の経理担当者は、申立人の申立期間に係る

厚生年金保険料を給与から控除していたことを証言している。また、同社に

おける従業員の厚生年金保険の記録を見ると、申立人のほかには一時的に被

保険者期間が欠落している従業員がいないことが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保



険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事務

所の記録及び同僚の記録から、4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保

険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の

記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る昭和 24 年５月から 26 年５月までの保険料の納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



長野国民年金 事案 528 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年２月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年２月から 53年３月まで 

    昭和 50 年２月ごろ、近所に住んでいた友人から勧められ、Ａ市役所Ｂ支

所で国民年金に任意加入する手続を行い、国民年金保険料は送られてきた

納付書で同市役所支所に納付していた。 

しかし、社会保険庁の記録では、任意加入したのが、Ｃ町へ転居後の昭

和 53 年４月になっており、申立期間が未加入とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、

昭和 53 年５月 30 日にＣ町で払い出され、同町の国民年金被保険者名簿（紙

台帳）及び申立人の所持する国民年金手帳には、53 年４月 22 日任意加入の

記載があることから、申立人は、このころ国民年金の任意加入手続を行った

ことが確認でき、申立人が申立期間当時居住していたＡ市において、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たら

ない。 

   また、申立人は、任意加入手続時の状況や国民年金保険料の納付方法につ

いての記憶が曖昧
あいまい

な上、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



長野国民年金 事案 529 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 12 年４月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年４月から同年７月まで 

平成 12 年３月末に勤務先を退職した後、同年５月又は６月ごろＡ市役所

から国民年金保険料納付書が郵送されてきたが、納付しても受給する年金

額には大差がないと聞いたため、何度か督促状も送られてきたが納付せず

にいたところ、同年８月又は９月ごろ、社会保険事務所の職員と思われる

女性が自宅へ来て、納付を勧められたので、その女性に同年４月から７月

までの４か月分の保険料を納めた。 

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録により、申立人は、平成 12 年７月 21 日に国

民年金加入勧奨対象者とされていることが確認できることから、この時点で

は、申立人の国民年金加入手続は行われておらず、加入手続が行われたのは

早くても同年７月以降と推測でき、申立人の「同年５月か６月ごろ国民年金

保険料の納付書が送付され、同年８月か９月ごろには、督促状が何度か来て

いた。」とする主張と相違する。 

   また、申立期間当時、社会保険事務所による現年度保険料の徴収は、制度

上不可能であった上、申立人の居住するＡ市では、「申立人が申立期間の保

険料を納付したとする当時、国民年金保険料徴収員が配置され、戸別徴収を

行っていたが、申立人及びその妻の証言に合致する容姿の女性徴収員の在籍

については確認できない。」と説明している。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続を始め、納付したとす

る金額や領収書の受領等、納付時の状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、申立

期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、日記等）は



無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



長野国民年金 事案 530 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 58 年３月までの期間、60 年４月から 63 年３

月までの期間及び 63 年７月から平成元年３月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月から 58年３月まで 

             ② 昭和 60年４月から 63年３月まで 

             ③ 昭和 63年７月から平成元年３月まで 

    昭和 52 年に、Ａ商会（個人）を創業し、経理は会計事務所に任せていた。

同時期に国民年金に加入し、国民年金保険料は、Ｂ市役所又は金融機関で

納付していたと記憶している。申立期間が未納とされていることが分かっ

た時、会計士と話をしたが、保険料を払わないことはなかったと思うと話

していたので、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 55 年ごろと、63 年ごろに、事業資金として国民金融公

庫（現在は、日本政策金融公庫）から融資を受けたが、その際、国民年金保

険料を納入していることが貸付審査の要件になっていたので、保険料を納め

ていないはずはない。」と主張しているが、同金融公庫では、「貸付審査の

際に国民年金保険料の納付状況は調査しない。」としている。 

   また、申立人は、「すべて会計士に任せていた。」とするのみで、申立期

間の国民年金保険料の納付状況について、具体的な記憶が無い。 

さらに、申立人が経営していたＡ商会の経理を任されていた会計事務所は、

「（申立人は）国民年金保険料を納めていたと思う。」としているものの、

その根拠となる具体的な証言は得られない上、申立期間当時の申告書類等も

残されておらず、当時の状況が不明である。 

   加えて、申立期間当時、申立人と一緒に自営業を営んでいたとする元妻も、

申立期間①、②及び③は未納となっている上、申立人が申立期間について国



民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



長野国民年金 事案 531 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年４月から 63 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年４月から 63年６月まで 

   私は、昭和 62 年４月 17 日に会社を退職し、翌日に両親と共にＡ市役所

へ行き、国民年金の加入手続を行った。その後、しばらくしても国民年金

保険料の納付書が送付されてこなかったので、同市役所で確認したところ、

窓口担当者から「納付すれば、厚生年金保険期間とつながりますよ。」と

言われたので、２、３回に分けて申立期間の保険料を納付した。 

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入者の加入時期から、申立

人が平成２年８月ごろに国民年金の加入手続を行ったことが確認できるとと

もに、申立人が所持する年金手帳により、申立人が国民年金の被保険者資格

を、厚生年金保険の被保険者資格喪失日である昭和 62 年４月 18 日にさかの

ぼって新規に取得していることが確認できるところ、それ以前に、申立人に

対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらない上、申立人が国民年金の加入手続を行った平成２年８月の

時点において、申立期間の国民年金保険料については、時効により納付する

ことができない。 

   さらに、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

長野厚生年金 事案 239 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 
  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23年５月 30日から同年９月 30日まで 

    昭和 23年３月に学校を卒業後、同年５月 30日にＡ社に正社員として入社

した。当時、給与から何種類か控除されており、厚生年金保険料も控除され

ていたはずである。申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、申立人が勤務していたとするＡ社は、厚生年金

保険の適用事業所であったことが確認できない上、社会保険事務所が保管する

健康保険厚生年金保険適用事業所名簿（紙台帳）からも、当該事業所に対し事

業所整理番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、当該事業所は、既に登記簿上解散し、現在の住所地にも存在しておら

ず、事業主の所在も確認できない上、申立人が記憶する同僚も所在が不明で、

当該事業所に係る関係者からの証言が得られないことから、申立期間に係る申

立人の勤務実態は不明である。 

さらに、当該事業所の関係資料（人事記録、賃金台帳、源泉徴収簿等）は無

い上、このほか、申立期間について申立人が事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



長野厚生年金 事案 240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、③、⑤、⑦、⑨及び⑪に係る脱退手当金を受給して

いないものと認めることはできない。 

また、申立期間②、④、⑥、⑧及び⑩について、厚生年金保険被保険者とし

て厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19年 10月１日から 20年８月 15日まで 

                      ② 昭和 20年８月 15日から 21年４月８日まで 

                          ③ 昭和 21年４月８日から同年９月 19日まで 

                          ④ 昭和 21年９月 19日から 24年２月１日まで 

                          ⑤ 昭和 24年２月１日から 28年５月 20日まで 

                          ⑥ 昭和 28年５月 20日から同年７月１日まで 

                          ⑦ 昭和 28年７月１日から 29年４月 29日まで 

                          ⑧ 昭和 29年４月 29日から同年６月 20日まで 

                          ⑨ 昭和 29年６月 20日から 30年４月 20日まで 

                          ⑩ 昭和 30年４月 20日から同年７月１日まで 

                          ⑪ 昭和 30年７月１日から 31年５月 16日まで 

厚生年金の被保険者期間の照会をしたところ、Ａ社における被保険者期間

の申立期間①、③、⑤、⑦、⑨及び⑪について、脱退手当金が支給されてい

ることになっていた。脱退手当金をもらったという記憶は無いので、脱退手

当金が支給されたという取扱いになっていることは納得できない。 

また、Ａ社における申立期間②、④、⑥、⑧、及び⑩の被保険者記録が無

いことが分かった。昭和 19年から 31年まで継続して勤務しており、途中で

会社を辞めたという記憶は無いので、それらの期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



 

１ 申立期間①、③、⑤、⑦、⑨及び⑪について、申立期間における最終事業

所において、申立人の資格喪失日前後の期間（昭和 30年 10月 22日から 32

年 11月 29日まで）に被保険者資格を喪失した者のうち、脱退手当金の受給

要件を満たしている 50 名について脱退手当金の支給を確認したところ、19

名に支給記録があり、このうち 18 名は、資格喪失日から支給決定日までの

期間が３か月未満と短期であることが確認できる上、当時は通算年金制度が

創設前であったことを踏まえると、申立人についても事業主による代理請求

がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の脱退手当金は、これら６つの申立期間に係る厚生年金保険

の被保険者期間すべてを計算の基礎とされており、支給額に計算上の誤りは

無い上、Ａ社の資格喪失日から約２か月後の昭和 31 年７月３日に脱退手当

金の支給決定が行われているほか、被保険者台帳には脱退手当金を支給した

ことが記録されているなど、脱退手当金に係る一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

    このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、当該

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

２ 申立期間②、④、⑥、⑧及び⑩について、Ａ社は、Ｂ社に名称を変更した

後、平成 15年 10月１日に全喪しており、同社の関係者（事業主の子）に確

認しても、当時の関係資料(人事記録、賃金台帳、源泉徴収簿等)は現存して

いないとの回答である。 

また、当時の同僚からは、当該期間における申立人の同社での勤務の実態、

勤務した期間及び保険料を控除されていた事実をうかがわせる証言を得る

ことができない。 

さらに、社会保険庁の記録によると、申立人と同時期に同種の業務に従事

していた同僚の半数以上に、申立人と同様に被保険者記録の空白期間が見ら

れ、これについて、空白期間の見られる複数の同僚は、「製糸の原料の不足

により会社から休暇を与えられた。申立期間中に公共職業安定所へ行き失業

保険を受給した。」と証言していることから、申立人についても、当該期間

は一時的に同社を離れ、同社での勤務実態が無かったことがうかがえる。 

加えて、申立人が事業主により給与から当該期間に係る厚生年金保険料を

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



長野厚生年金 事案 241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月４日から 43年５月 18日まで 

    ねんきん特別便に記録漏れの可能性があるとの記載があり、Ａ社の厚生年

金保険の加入履歴が無かったので、社会保険事務所に問い合わせたところ、

４事業所に係る厚生年金保険被保険者期間が見付かり、このうちＡ社の厚生

年金保険被保険者期間については脱退手当金が支給されているとの説明を

受けた。 

    当時は脱退手当金の制度自体を知らず、脱退手当金の支給も受けていない。

脱退手当金が支給されたとの取扱いになっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、社会

保険事務所が保管する厚生年金保険脱退手当金支給報告書には支給対象期間、

月数、支給額及び支給日が記載されているほか、申立人の健康保険厚生年金

保険被保険者原票には脱退手当金の支給を意味する「脱」の押印があるなど、

脱退手当金の一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



 

長野厚生年金 事案 242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年５月９日から 37年 10月 14日まで 

   平成 14 年に銀行で年金受給の手続をして年金の支給を受けていたが、年

金額に結婚前に勤務していた事業所での厚生年金保険の記録が加味されて

いるか不審に思い、平成 19 年に社会保険事務所に出向き確認したところ５

事業所の記録が判明した。 

しかし、最初に勤務したＡ社Ｂ工場は脱退手当金を支給されたことになっ

ており、同事業所を退社する際に退職金はもらった記憶があるが、脱退手当

金については請求していないし受け取った記憶が無いので、脱退手当金が支

給されたという取扱いになっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社Ｂ工場の厚生年金保険被保険者名簿において、申

立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日前後に資格喪失し脱退手当金受給要

件を満たしている女性 38名のうち、29名について脱退手当金の支給記録があ

り、このうち 28名は厚生年金保険資格喪失日から約７か月以内に支給決定さ

れている上、申立人と同じ昭和 38年３月７日に支給決定されている者が５名

確認できるほか、事業主による代理請求をうかがわせる証言をしている者も

いることなどを踏まえると、申立人についても事業主による代理請求が行わ

れた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤

りは無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約５か月後の昭和 38

年３月７日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


